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公益財団法人奈良県市町村振興協会 

令和４年度事業報告書 

(自令和 4年 4月 1日 至令和 5年 3月 31 日) 

本協会は、奈良県の市町村の健全な発展と振興を支援し、県民福祉の増進に資することを

目的とするため、市町村振興宝くじの収益金およびその運用益を活用して各種事業を展開

しているが、令和４年度については、次の事業を行った。

Ⅰ 公益目的事業(定款に規定する事業)の実施状況について 

 １ 市町村に対する資金貸付事業(定款第 4条第 1項第 1号) 

県内市町村の起債事業で緊急災害対策用の防災事業や公共施設等の整備事業等に対し、

次のとおり長期貸付を行った。また、貸付している市町村からは元利金の償還があった。

＜長期貸付総額 1,091,250 千円＞

○令和４年度貸付実績及び貸付利率について 

貸付日 貸付金額 貸付利率 貸付事業数 

令和 4年 4月 27日 254,600 千円
5 年償還(据置 1 年) 0.03％

12 年償還(据置 2 年)  0.20％
1 市－13 事業

令和 4年 5月 20日 385,250 千円 5 年償還(据置 1 年) 0.01％ 1 組合－6 事業

令和 4年 5月 25日 16,400 千円 5 年償還(据置 1 年) 0.01％ 2 町－3 事業

令和 4年 5月 26日 33,700 千円 5 年償還(据置 1 年) 0.01％ 1 市－2 事業

令和 4年 5月 30日 169,400 千円

5 年償還(据置 1 年) 0.01％
12 年償還(据置 2 年)  0.30％
15 年償還(据置 3 年)  0.30％

1 市－20 事業

令和 5年 3月 27日 101,300 千円
5 年償還(据置 1 年) 0.20％

15 年償還(据置 3 年)  0.50％
1 市 1 町－2 事業

令和 5年 3月 31日 130,600 千円 12 年償還(据置 2 年)  0.30％ 1 市－3 事業

計 1,091,250 千円 ―
3市 2町 1組合

－49事業
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○貸付先等一覧 

償還年数 貸付先団体名 事業名 貸付金額(円) 

5 年

（据置 1 年）

奈良市
施設整備事業（一般財源化分）

（消防設備等整備事業）
6,000,000 

奈良市 一般事業（消防設備等整備事業） 10,800,000 

奈良市
緊急防災・減災事業

（消防団設備整備事業）
12,700,000 

奈良市
一般補助施設整備等事業

（消防車両整備事業）
44,500,000 

奈良県

広域消防組合

施設整備事業

（消防防災設備整備費補助金分）

（高規格救急自動車整備事業（磯城、五條十津川、

大和郡山、西和、西和南、宇陀東））

54,600,000 

奈良県

広域消防組合

一般単独事業

（高規格救急自動車整備事業

（磯城、五條十津川、大和郡山、西和、西和南、

宇陀東））

74,650,000 

奈良県

広域消防組合

緊急防災・減災事業

（高田消防署庁舎トイレ改修工事事業）
800,000 

奈良県

広域消防組合

緊急防災・減災事業

（香芝消防署庁舎トイレ改修工事事業）
4,300,000 

奈良県

広域消防組合

緊急防災・減災事業

（化学消防ポンプ車整備事業（天理、西和））
137,100,000 

奈良県

広域消防組合

緊急防災・減災事業

（救助工作車Ⅱ型整備事業（天理））
113,800,000 

上牧町
一般廃棄物処理事業

（山辺・県北西部広域環境衛生組合分担金）
1,700,000 

上牧町
緊急浚渫推進事業

（水路浚渫推進事業）
1,200,000 

大淀町 公共事業（道路防災対策事業） 13,500,000 

大和高田市
一般廃棄物処理事業

（ごみ運搬車更新事業）
14,200,000 

大和高田市
緊急防災・減災事業

（消防ポンプ自動車更新事業）
19,500,000 

天理市
緊急自然災害防止対策事業

（林道事業（林道大高・林道長滝線））
4,300,000 
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償還年数 貸付先団体名 事業名 貸付金額(円) 

5 年

（据置 1 年）

天理市
公共事業等

（街路事業（土地区画整理事業））
12,100,000 

天理市
一般廃棄物処理事業

（し尿処理施設整備事業）
28,900,000 

天理市
一般廃棄物処理事業

（清掃運搬施設等整備事業）
10,400,000 

天理市
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

（道路改良事業（兵庫西門側線））
6,000,000 

大和高田市
一般廃棄物処理事業

（ごみ運搬車更新事業）
4,500,000 

12 年

（据置 2 年）

奈良市

公共施設等適正管理推進事業

(長寿命化事業) 
（写真美術館施設防水改修事業）

22,200,000 

奈良市

公共施設等適正管理推進事業

（ユニバーサルデザイン化事業）

（本庁舎中央棟地下トイレ改修事業）

13,000,000 

奈良市

一般廃棄物処理事業

（大阪湾広域廃棄物埋立処理場建設

工事委託事業）

2,100,000 

奈良市
一般廃棄物処理事業

（衛生浄化センター基幹的改良事業）
2,900,000 

奈良市
緊急自然災害防止対策事業

（街路灯 LED 化整備事業）
84,800,000 

奈良市 公共事業等（鹿苑整備事業負担金） 4,600,000 

奈良市
公共事業等

（JR 関西本線高架化整備事業）
26,700,000 

奈良市
公共事業等

（JR 奈良駅南特定土地区画整理事業）
17,500,000 

奈良市
一般補助施設整備等事業

（史跡大安寺旧境内保存用地取得事業）
6,800,000 

天理市
公共施設等適正管理推進事業

（南保育所改修事業）
6,700,000 

天理市
公共事業等

（橋梁長寿命化修繕事業（土橋））
7,400,000 
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償還年数 貸付先団体名 事業名 貸付金額(円) 

12 年

（据置 2 年）

天理市
公共事業等

（街路事業（別所丹波市線））
6,300,000 

天理市
公共施設等適正管理推進事業

（公民館整備事業（朝和公民館））
7,000,000 

天理市
社会福祉施設等整備事業

（民間保育施設整備補助金事業（朝和保育園））
1,900,000 

天理市
緊急自然災害防止対策事業

（二階堂田原本線改修事業）
6,800,000 

天理市
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

（橋梁長寿命化修繕事業（529 号線第 2 号橋））
1,400,000 

天理市
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

（橋梁長寿命化修繕事業（729 号線第 1 号橋））
1,400,000 

天理市
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

（橋梁長寿命化修繕事業（201 号線第 1 号橋））
1,600,000 

天理市
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業

（公園施設整備事業（公園施設長寿命化事業））
17,600,000 

奈良市 公共事業等（鹿苑整備事業負担金） 3,900,000 

奈良市
公共事業等

（JR 関西本線高架化整備事業）
86,600,000 

奈良市
公共事業等

（JR 奈良駅南特定土地区画整理事業）
40,100,000 

15 年

（据置 3 年）

天理市
公営住宅建設事業

（公営住宅改修事業）
4,100,000 

天理市
公共事業等

（道路改良事業（上入田線他））
13,500,000 

天理市 公共事業等（橋梁長寿命化修繕事業） 16,600,000 
天理市 公共事業等（別所丹波市線整備事業） 11,300,000 

天理市
公共事業等

（ため池等整備事業（櫟本新池、指柳池））
4,100,000 

上牧町
一般廃棄物処理事業

（不燃ごみ等中継施設建設事業）
96,800,000 

合計 49 事業（3 市 2 町 1 一部事務組合） 1,091,250,000 
※貸付は時系列に沿い貸付年数順としている。 
※事業繰越等により事業の進度によって 5 月に貸付を行っているものを含む。 
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○元利金の償還状況について 

区分 償還期日 償還額(元金) 償還額(利息) 

上期分 令和 4 年 9 月 26 日(月) 518,326,000 円 5,571,628 円

下期分 令和 5 年 3 月 24 日(金) 518,490,000 円 4,978,272 円

合 計 1,036,816,000 円 10,549,900 円

２ 市町村振興宝くじ交付金の交付事業(定款第 4条第 1項第 2号) 

奈良県から交付される市町村振興宝くじ(サマージャンボ宝くじ)の収益金の一部

(200,000 千円)と新市町村振興宝くじ(ハロウィンジャンボ宝くじ)の収益金の全額を、

地方財政法第 32 条にかかる事業を実施する県内の全市町村に対して交付した。

 なお、交付金の配分基準は、均等に配分する均等割 50％と各市町村の人口数に応じ

て配分する人口割 50％の割合に基づいて交付した。（交付日 令和 5 年 2 月 28 日）

<交付総額 391,603,000 円 (サマー：200,000,000 円、ハロウィン：191,603,000 円）> 

３ 市町村振興助成事業(定款第 4条第 1 項第 3号)

県内市町村が共同で実施する事業及び市町村の広域的な振興に資する事業に対し

助成を行う事業である。令和４年度は該当事業および助成等の申請がなかったため

実施していない。

４ 市町村職員等研修・人材育成事業(定款第 4 条第 1項第 4号)

本協会事業の柱のひとつとして下記事業を行った。

（1）市町村職員研修事業＜経費総額：13,169,055 円＞

市町村及び一部事務組合等の一般職員を対象に市町村職員の能力と資質を涵養する

ことにより、「市町村の健全な発展」と行政サービスの向上に資するため、「階層別研修」

「専門実務研修」、「県・市町村合同研修」の集合研修を行った。
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○令和４年度研修実施状況総括表 

区分 研 修 名 
日数 

(延べ)
実施期日 

修了者数 

(延べ)

階 

層 

別 

研 

修 

(7) 

新規採用職員研修（第一部）

〈２日間×８回〉
16 令和 4 年 4 月 6 日～5 月 11 日 338 名

新規採用職員研修（第二部）

〈１日間×８回〉
8 令和 4 年 10 月 3 日～14 日 313 名

中堅職員研修 2 令和 4 年 7 月 12・13 日 23 名

係長研修 4 令和 4 年 7 月 19 日～22 日 55 名

課長補佐級職員研修 2 令和 4 年 7 月 26・27 日 33 名

課長級職員研修 1 令和 4 年 8 月 17 日 26 名

再任用職員研修 1 令和 4 年 4 月 4 日 40 名

専 

門 

実 

務 

研 

修 

（36） 

人事評価研修 1 令和 4 年 10 月 18 日 17 名

メンタルヘルス研修

（セルフケア）
1 令和 4 年 6 月 21 日  26 名

メンタルヘルス研修

（ラインケア）
1 令和 4 年 7 月 5 日 31 名

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止研修 (管理職 ) 1 令和 4 年 5 月 19 日 24 名

法学研修（改正民法） 2 令和 4 年 6 月 9・10 日 14 名

法学研修（民法） 4 
令和 4 年 10 月 20 日・21 日

令和 4 年 10 月 27 日・28 日
6 名

自治体法務研修（法制執務） 2 令和 4 年 6 月 1 日・2 日 22 名

滞納整理実務研修

（滞納処分できる債権）
2 令和 4 年 8 月 29 日・30 日 19 名

滞納整理実務研修

（滞納処分できない債権）
2 令和 4 年 9 月 15 日・16 日 17 名

契約事務研修（基礎） 2 令和 4 年 6 月 28 日・29 日 46 名

契約事務研修（応用） 2 令和 4 年 8 月 2 日・3 日 35 名

選挙事務実務研修 1 令和 4 年 5 月 17 日 20 名

地方公会計の基礎実務研修 2 令和 4 年 9 月 12 日・13 日 16 名

建築技術系職員研修 2 令和４年 8 月 23 日・24 日 12 名

危機管理研修 1 令和 4 年 6 月 23 日 7 名

補助事業執行事務適正化研修

（ハード事業）
1 令和 4 年 5 月 25 日 18 名

補助事業執行事務適正化研修

（ソフト事業）
1 令和 4 年 9 月 9 日 18 名
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区分 研 修 名 
日数 

(延べ)
実施期日 

修了者数 

(延べ)

専 

門 

実 

務 

研 

修 

（36） 

DX（デジタル・トランスフォー

メーション）研修
1 令和 4 年 5 月 23 日 40 名

職員採用面接官研修 1 令和 4 年 5 月 27 日 24 名

公平委員会事務局職員研修 1 令和 4 年 6 月 14 日 13 名

窓口・電話対応に特化した

接遇研修
1 令和 4 年 6 月 16 日 29 名

ハードクレーム対応研修 1 令和 4 年 5 月 31 日 30 名

実習で学ぶプレゼンテーション研修 1 令和 4 年 9 月 6 日 17 名

ファシリテーション能力向上研修 1 令和 4 年 6 月 7 日 16 名

イベント力向上研修 1 令和 4 年 10 月 24 日 11 名

情報発信力向上研修 1 令和 4 年 9 月 30 日 17 名

情報セキュリティ研修 1 令和 4 年 9 月 21 日 13 名

業務マニュアル作成力向上研修 1 令和 4 年 8 月 5 日 44 名

〈パソコン研修〉  ※ パソコン研修は 1講座としてまとめている。

エクセル応用

〈2 日間×2 回〉
4 令和 4 年 11 月 7 日・8 日

令和 4 年 11 月 10 日・11 日
51 名

エクセル応用とマクロ

〈2 日間×1 回〉
2 令和 4 年 11 月 14 日・15 日 21 名

アクセス基礎〈2 日間×1 回〉 2 令和 4 年 11 月 17 日・18 日 24 名

アクセス応用〈2 日間×1 回〉 2 令和 4 年 11 月 21 日・22 日 9 名

〈ｅラーニング研修〉

法制執務入門 (法令 文の 表現 )

令和 4 年 9 月 14 日～12 月 13 日

18 名

法制執務入門(初めて作る改正規定) 20 名

地方自治法（基礎） 

令和 4 年 6 月 15 日～9 月 14 日

39 名

地方自治法（発展） 11 名

公文書の書き方 令和 4 年 6 月 15 日～7 月 14 日 44 名

簿記会計の基礎 令和 4 年 6 月 1 日～9 月 30 日 35 名

パソコン研修 エクセル基礎

（よくわかる Exel2016/2019 基礎） 
令和 4 年 9 月 5 日～10 月 31 日 39 名
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区分 研 修 名 
日数 

(延べ)
実施期日 

修了者数 

(延べ)

 合 

同 

研 

修

（2） 

話し方・説明力向上研修 2 令和 4 年 10 月 26 日・11 月 11 日 29 名

ワンペーパー資料作成研修 2 令和 4 年 11 月 2 日・4 日 25 名

合計（45 講座） 87 1,795 名

(2) 市町村職員外部研修派遣助成事業

専門的かつ実務的な研修を実施している公益財団法人全国市町村研修財団(JAMP、
JIAM)、全国建設研修センター及び日本下水道事業団の研修について、市町村職員等が

受講する際にかかる研修経費を全額(JAMP・JIAM)もしくはその一部(全国建設研修セ

ンター及び日本下水道事業団については 50,000 円を限度)を助成した。

○令和４年度助成実績一覧 

 研修実施機関名 助成交付状況 

1 市町村アカデミー（JAMP）受講分 361,219 円( 18 名) 

2 国際文化アカデミー（JIAM）受講分     1,105,946 円( 69 名) 

3 全国建設研修センター受講分   1,019,000 円( 20 名) 

4 日本下水道事業団受講分   396,800 円( 10 名) 

合  計 2,882,965 円(117 名) 

(3) 市町村関係４団体研修助成事業

市町村関係４団体（奈良県市長会、奈良県町村会、奈良県市議会議長会、奈良県

町村議会議長会）が市町村職員等の資質向上を図るために実施する研修事業に対し

助成を行う事業であり、下記のとおり助成した。

○令和４年度助成実績一覧 

 団体名 助成金交付状況 

1 奈良県市長会 1,486,030 円 (2 事業) 

2 奈良県町村会 1,750,905 円 (1 事業) 

3 奈良県市議会議長会 925,660 円 (1 事業) 

4 奈良県町村議会議長会 1,164,745 円 (2 事業) 

合  計 5,327,340 円 （6 事業) 
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 ５ 市町村の振興に関する情報提供事業(定款第 4条第 1 項第 5号)

奈良県知事公室市町村振興課の協力を得て、奈良県内市町村の各種行政データ等

を掲載した「奈良県市町村要覧」の発行・配布を行っており、令和４年度は５月に

印刷・発行を行った。

〈事業費(発行費)：128,513 円〉 

Ⅱ 市町村振興宝くじ（サマージャンボ及びハロウィンジャンボ）の広報活動について 

 宝くじの収益配分は、各都道府県内での売上げの実績に応じて決定されることから、次の

広報宣伝活動を行った。

○市町村振興宝くじ（サマージャンボ宝くじ）（広報宣伝経費： 675,040 円）

宣伝方法 活動内容 

①市町村広報誌への広告・記事

掲載

・県内「市町村広報紙」に

県内購入啓発の広告・記事

掲載を依頼

実施市町村数 7 市 7 町 4 村

②啓発物品の作成・配布 ・啓発用のフセンメモを作成し、

各市町村に配布

作成個数 2,000 個

配布場所 各市町村

③デジタルサイネージ広告の

実施

・近鉄沿線、大和八木駅・

大和西大寺駅にてデジタル

サイネージ広告を実施

掲載期間  

7/4-7/31 

④ポスター掲示 ・宝くじ売り場のあるショッ

ピングモール等にてポスター

を掲示

掲示場所 奈良ファミリー、

アピタ大和郡山店、イオン

モール大和郡山、イオン

モール橿原、スーパーセンタ

ーオークワ桜井店

⑤市町村職員への販売周知

メールの送付

（各財政担当課経由、全職員

あて）

・サマージャンボ宝くじの

収益金の一部が当協会を

通じ、各市町村に交付されて

いるという旨と、県内購入の

重要性の周知のため、チラシ

画像と共にメールにて依頼

発売開始日（7/5）に各市町村

の財政担当課宛に送信
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○新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ宝くじ）（広報宣伝経費：215,600 円）

宣伝方法 活動内容 

①市町村広報誌への広告・記事

掲載

・県内「市町村広報紙」に

県内購入啓発の広告・記事

掲載を依頼

実施市町村数 4 市 3 町 3 村

②デジタルサイネージ広告の

実施

・近鉄沿線、大和八木駅・

大和西大寺駅にてデジタル

サイネージ広告を実施

掲載期間

9/19-10/16 

③ポスター掲示 ・宝くじ売り場のあるショッ

ピングモール等にてポスター

を掲示

掲示場所 奈良ファミリー、

アピタ大和郡山店、イオン

モール大和郡山、イオン

モール橿原、スーパーセンタ

ーオークワ桜井店

④市町村職員への販売周知

メールの送付

（各財政担当課経由、全職員

あて）

・ハロウィンジャンボ宝くじの

収益金の全額が当協会を通じ、

各市町村に交付される旨と、県内

購入の重要性の周知のため、

チラシ画像と共にメールにて

依頼

発売開始日（9/21）に各市町村

の財政担当課宛に送信
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Ⅲ 市町村振興宝くじ(サマージャンボ及びハロウィンジャンボ)の収納状況について 

  奈良県から交付のあったサマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの収納

 状況は次のとおりであった。

(1)サマージャンボ宝くじ交付金の収納状況について 

区 分 
発行団体からの 

交付金 

全国協会への納付

金（10％） 
本協会分（90％） 

収益 

サマー 252,215,072円 25,221,507円 226,993,565円
ミニ 3千万 57,797,256円 5,779,725円 52,017,531円
クイックワン

（市町村振興分）
7,289,846円 728,982円 6,560,864円

時効 
サマー 10,515,980円 1,051,598円 9,464,382円
ミニ 5千万 2,576,427円 257,642円 2,318,785円
合  計 330,394,581円 33,039,454円 297,355,127円

(2)ハロウィンジャンボ宝くじ交付金の収納状況について 

区  分 収  益 時  効 

ハロウィン 134,715,439円 4,311,264円
ミニ（R4. 5 千万 R3. 5 千万） 45,318,158円 1,872,842円
クイックワン（新市町村振興分） 5,382,380円 ―

合計額 191,600,083円
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Ⅳ 会議等の概要について 

1 評議員会の開催状況 

会議名 日時・場所 会議内容 

定時評議員会

(日時) 

令和 4年 6月 27日(月) 

午後 2時

(場所) 

奈良県市町村会館

3階 会議室

（報告事項） 

(1) 令和３年度事業報告の件 

(2) 令和４年度長期貸付について 

(3) 令和４年度サマージャンボ等宝くじの広報宣伝 

計画について 

（議 案） 

(1) 令和３年度決算報告書の承認の件 

(2) 役員及び評議員の辞任に伴う補欠選任の件 

(3) 令和４年度収支補正予算の承認の件 

第１回

臨時評議員会

(日時) 

令和 5年 3月 30日(木) 

午後 2時

(場所) 

奈良県市町村会館

3階 会議室

（議 案） 

(1) 令和５年度事業計画書及び収支予算書の承認の件 

(2) 令和５年度資金調達及び設備投資の見込みの 

承認の件 

（報告事項） 

(1) 令和４年度市町村宝くじの発売結果及び市町村に

対する配分額について 

(2) 令和５年度市町村宝くじの発売計画について 

(3) 令和４年度長期貸付について 

(4) 公益財団法人奈良県市町村振興協会資金貸付規程

の一部改正の件 
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2 理事会の開催状況 

会議名 日時・場所 会議内容 

第１回理事会

(日時) 

令和 4年 6月 3日(金) 
午後 2時
(場所) 

奈良県市町村会館

３階 会議室

（議 案） 

(1) 令和３年度事業報告書の承認の件 

(2) 令和３年度決算報告書の承認の件 

(3) 役員及び評議員の辞任に伴う補欠選任候補者の 

推薦の件 

(4) 令和４年度収支補正予算の承認の件 

(5) 令和４年度定時評議員会の開催の件 

（代表理事職務執行報告事項） 

(1) 令和４年度長期貸付について 

(2) 令和４年度サマージャンボ等宝くじの広報宣伝 

計画について

第２回理事会 

(日時) 

令和 5年 2月 14日(火) 
午後 3時
(場所) 

奈良県市町村会館

3階 会議室

（議 案） 

(1) 令和５年度事業計画書及び収支予算書の件 

(2) 令和５年度資金調達及び設備投資の見込みの件 

(3) 令和５年度一般財団法人全国市町村振興協会資金 

  借入の件 

(4) 令和４年度第１回臨時評議員会の開催の件 

（代表理事職務執行報告事項） 

(1) 令和４年度市町村宝くじの発売結果及び市町村に

対する配分額について 

(2) 令和５年度市町村宝くじの発売計画について 

(3) 令和４年度長期貸付について 

(4) 公益財団法人奈良県市町村振興協会資金貸付規程

の一部改正の件 

3 決算監査の開催状況 

  令和３年度における法人の事業活動及び財務状況について令和４年５月１７日に、

当協会の監事(笹谷 清治 氏、淺見 仁 氏、石崎 一登 氏)より決算監査を受けた。
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4 会議の開催状況 

  全国市町村振興協会が主催する事務局長会議を始め、近畿府県の地区協会との連絡

調整及び協議の場として以下の会議に出席した。

①都道府県市町村振興協会事務局長会議 

日  時 令和 5年 3月 17日(金) 午後 2時
場  所 全国都市会館 3階「第 2会議室」
次  第 報告事項

     ・令和５年度事業計画書について

     ・令和５年度収支予算書について

     ・（公財）全国市町村研修財団令和５年度研修計画について

講  演 「地方行財政の課題」

      総務省 総務審議官  内藤 尚志 氏

②全国市町村振興協会地区幹事会議 

日  時 令和 4年 11月 29日(火) 午後 3時 30分
場  所 ANAクラウンプラザホテル金沢 3階「瑞雲Ｉ」
次  第 協議報告事項

     ・市町村振興宝くじの販売状況及び令和 5年度宝くじ発売計画について
     ・各ブロック提出協議事項について

     ・来年度地区幹事会議の開催について

③全国市町村振興協会地区幹事会議 

日  時 令和 5年 3月 2日(木) 午後 1時
場  所 全国市町村振興協会 「会議室」

次  第 説明事項

     ・令和５年度事業計画書（案）

     ・令和５年度収支予算書（案）
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④近畿府県市町村振興協会事務局長会議 

日  時 令和 4年 10月 3日(月) 午後 3時
場  所 菊水楼（奈良県奈良市） 別館地下１階「オリエンタルルーム」

次  第 報告事項

     ・全国市町村振興協会報告事項について

     ・全国市町村研修財団報告事項について

     協議事項

     ・令和３年度 事業報告及び決算概要について

     ・各府県提出議題について

      令和５年度「クイックワン」にかかる広報媒体の提供について

      長期貸付管理システムの共通化について

     ・その他

⑤近畿府県市町村振興協会事務局長会議 

日  時 令和 5年 3月 8日(水) 午後 3時 30分
場  所 和歌山県 JAビル（和歌山県和歌山市） 2階「会議室 2-A」
次  第 報告事項

     ・全国市町村振興協会地区幹事会議の報告について

協議事項

     ・債券運用の取組について

     ・クイックワン収益金の受入に伴う市町村交付金規程等の変更について

     ・令和５年度事業計画について

     ・その他

⑥近畿府県市町村振興協会事務担当者会議 

日  時 令和 4年 9月 2日(金) 午前 11時
場  所 和歌山県自治会館（和歌山県和歌山市） 5階「特別会議室」
次  第 協議事項

     ・各府県協会提出の協議事項について

      宝くじの広報について

      学識経験者評議員について

      監事監査の実施方法について

      理事会・評議員会のWEBによる開催について
      インボイス制度導入・電子帳簿保存法の改正に伴う対応について

      基金充当事業について

     ・その他

      令和５年度近畿府県市町村振興協会事務担当者会議の開催府県について
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令和４年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規

則」第 34条第 3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事
項」が存在しないため作成しないこととする。

公益財団法人 奈良県市町村振興協会
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令和４年度

Ⅱ 決算報告書
(自令和 4年 4月 1日 至令和 5年 3月 31日) 

公益財団法人奈良県市町村振興協会
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公益財団法人奈良県市町村振興協会 （単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

　１.　流動資産

  現金預金 21,904,467 22,559,280 △ 654,813

　未収収益 1,300,109 227,325 1,072,784

流動資産合計 23,204,576 22,786,605 417,971

　２.　固定資産

(1)　基本財産

　定期預金 1,000,000 1,000,000 0

基本財産合計 1,000,000 1,000,000 0

(2)　特定資産

　市町村振興積立資産　　　 231,953,000 231,953,000 0

　基金積立資産 2,953,586,058 2,998,712,132 △ 45,126,074

　退職給付積立資産 5,755,482 5,532,000 223,482

　長期貸付金 6,382,556,000 6,328,122,000 54,434,000

特定資産合計 9,573,850,540 9,564,319,132 9,531,408

固定資産合計 9,574,850,540 9,565,319,132 9,531,408

　　　　資産合計 9,598,055,116 9,588,105,737 9,949,379

Ⅱ　負債の部

　１.　流動負債

　未払金 553,537 153,841 399,696

　預り金 18,275 0 18,275

流動負債合計 571,812 153,841 417,971

　２．固定負債

　退職給付引当金 5,755,482 5,532,000 223,482

　長期借入金 63,333,340 107,500,006 △ 44,166,666

固定負債合計 69,088,822 113,032,006 △ 43,943,184

負債合計 69,660,634 113,185,847 △ 43,525,213

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産 9,273,808,718 9,220,334,126 53,474,592

　　　　（うち基本財産への充当額） (1,000,000) (1,000,000) (0)

　　　　（うち特定資産への充当額） (9,272,808,718) (9,219,334,126) (53,474,592)

　２．一般正味財産 254,585,764 254,585,764 0

　　　　（うち基本財産への充当額） (0) (0) (0)

　　　　（うち特定資産への充当額） (231,953,000) (231,953,000) (0)

正味財産合計 9,528,394,482 9,474,919,890 53,474,592

負債及び正味財産合計 9,598,055,116 9,588,105,737 9,949,379

貸借対照表

（令和5年3月31日現在）

科目

-1-



（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
（１）経常収益
基本財産運用益
　基本財産受取利息 20 20 0
特定資産運用益
　市町村振興積立資産受取利息 4,638 4,638 0
　退職給付引当資産受取利息 99 76 23
　基金積立資産受取利息 6,550,115 4,520,445 2,029,670
　長期貸付金受取利息 10,549,900 13,567,971 △ 3,018,071
受取補助金等
　受取ハロウィンジャンボ交付金 191,600,083 211,552,349 △ 19,952,266
　受取サマージャンボ交付金 276,919,989 265,540,501 11,379,488
　受取全国協会等助成金 1,000,000 950,000 50,000
雑収益
　受取利息 5,200 5,921 △ 721
　雑収益 92,848 40,975 51,873
経常収益計 486,722,892 496,182,896 △ 9,460,004

（２）経常費用
事業費 447,392,024 455,614,508 △ 8,222,484
  給料手当 8,521,184 9,784,305 △ 1,263,121
  退職給付費用 585,000 1,149,000 △ 564,000
  福利厚生費 1,473,109 1,884,348 △ 411,239
  旅費交通費 402,865 458,065 △ 55,200
  通信運搬費 395,557 572,408 △ 176,851
  消耗品費 428,243 316,643 111,600
  印刷製本費 109,725 113,696 △ 3,971
  使用料及び賃借料 48,400 680,285 △ 631,885
  諸謝金 9,000,722 9,274,202 △ 273,480
  支払負担金（人件費） 13,500,000 8,550,000 4,950,000
  支払負担金（人件費以外） 7,883,590 5,022,660 2,860,930
  支払助成金 8,338,818 1,638,442 6,700,376
  支払交付金（サマー）  200,000,000 200,000,000 0
  支払交付金（ハロウィン）     191,600,368 211,552,621 △ 19,952,253
  研修事業委託費 2,081,090 2,822,090 △ 741,000
  業務委託費 1,859,385 66,000 1,793,385
  借入金支払利息 1,052,083 1,585,749 △ 533,666
  雑費 111,885 143,994 △ 32,109

科目

正味財産増減計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

-
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管理費 39,330,868 40,568,388 △ 1,237,520
  役員等報酬 800,000 780,000 20,000
  給料手当 946,791 3,874,145 △ 2,927,354
  退職給付費用 65,000 554,000 △ 489,000
  福利厚生費 163,678 471,084 △ 307,406
  会議費 143,956 7,100 136,856
  旅費交通費    76,280 24,460 51,820
  通信運搬費   135,759 149,600 △ 13,841
  消耗品費 241,030 83,347 157,683
  使用料及び賃借料 0 69,906 △ 69,906
  委託費 481,250 302,020 179,230
  租税公課 1,700 2,000 △ 300
  支払負担金（人件費） 1,500,000 950,000 550,000
  支払負担金（人件費以外）  833,130 1,848,700 △ 1,015,570
  支払全国協会納付金 33,039,454 30,541,189 2,498,265
  広報宣伝費 890,640 904,815 △ 14,175
  雑費 12,200 6,022 6,178
経常費用計 486,722,892 496,182,896 △ 9,460,004
評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0
基本財産評価損益等 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 0 0 0

　２．経常外増減の部
（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 0 0 0
一般正味財産期首残高 254,585,764 254,585,764 0
一般正味財産期末残高 254,585,764 254,585,764 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部
受取補助金等
　受取サマージャンボ交付金 330,394,581 305,411,907 24,982,674
一般正味財産への振替額 △ 276,919,989 △ 265,540,501 △ 11,379,488
当期指定正味財産増減額 53,474,592 39,871,406 13,603,186
指定正味財産期首残高 9,220,334,126 9,180,462,720 39,871,406
指定正味財産期末残高 9,273,808,718 9,220,334,126 53,474,592

Ⅲ　正味財産期末残高 9,528,394,482 9,474,919,890 53,474,592
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（単位：円）

公1 小計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
（１）経常収益

基本財産運用益
　基本財産受取利息 20 20 20
特定資産運用益
　市町村振興積立資産受取利息 4,638 4,638 4,638
　退職給付引当資産受取利息 99 99
　基金積立資産受取利息 6,550,115 6,550,115 6,550,115
　長期貸付金受取利息 5,123,468 5,123,468 5,426,432 10,549,900
受取補助金等
　受取ハロウィンジャンボ交付金 191,600,083 191,600,083 0 191,600,083
　受取サマージャンボ交付金 243,880,535 243,880,535 33,039,454 276,919,989
　受取全国協会等助成金 200,000 200,000 800,000 1,000,000
雑収益
　受取利息 0 0 5,200 5,200
　雑収益 33,165 33,165 59,683 92,848
経常収益計 447,392,024 447,392,024 39,330,868 0 486,722,892

（２）経常費用
事業費
  給料手当 8,521,184 8,521,184 8,521,184
  退職給付費用 585,000 585,000 585,000
  福利厚生費 1,473,109 1,473,109 1,473,109
  旅費交通費 402,865 402,865 402,865
  通信運搬費 395,557 395,557 395,557
  消耗品費 428,243 428,243 428,243
  印刷製本費 109,725 109,725 109,725
  使用料及び賃借料 48,400 48,400 48,400
  諸謝金 9,000,722 9,000,722 9,000,722
  支払負担金（人件費） 13,500,000 13,500,000 13,500,000
  支払負担金（人件費以外） 7,883,590 7,883,590 7,883,590
  支払助成金 8,338,818 8,338,818 8,338,818
  支払交付金（サマー）  200,000,000 200,000,000 200,000,000
  支払交付金（ハロウィン）     191,600,368 191,600,368 191,600,368
  研修事業委託費 2,081,090 2,081,090 2,081,090
  業務委託費 1,859,385 1,859,385 1,859,385
  借入金支払利息 1,052,083 1,052,083 1,052,083
  雑費 111,885 111,885 111,885

正味財産増減計算書内訳表
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

科目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去 合計
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管理費
  役員等報酬 800,000 800,000
  給料手当 946,791 946,791
  退職給付費用 65,000 65,000
  福利厚生費 163,678 163,678
  会議費 143,956 143,956
  旅費交通費    76,280 76,280
  通信運搬費   135,759 135,759
  消耗品費 241,030 241,030
  使用料及び賃借料 0 0
  委託費 481,250 481,250
  租税公課 1,700 1,700
  支払負担金（人件費） 1,500,000 1,500,000
  支払負担金（人件費以外）  833,130 833,130
  支払全国協会納付金 33,039,454 33,039,454
  広報宣伝費 890,640 890,640
  雑費 12,200 12,200
経常費用計 447,392,024 447,392,024 39,330,868 0 486,722,892
評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 0 0
基本財産評価損益等 0 0 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0 0 0
評価損益等計 0 0 0 0 0
当期経常増減額 0 0 0 0 0

　２．経常外増減の部
（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0
（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0
他会計振替額 0 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0
一般正味財産期首残高 231,953,000 231,953,000 22,632,764 0 254,585,764
一般正味財産期末残高 231,953,000 231,953,000 22,632,764 0 254,585,764

Ⅱ　指定正味財産増減の部
受取補助金等
　受取サマージャンボ交付金 297,355,127 297,355,127 33,039,454 0 330,394,581
一般正味財産への振替額 △ 243,880,535 △ 243,880,535 △ 33,039,454 0 △ 276,919,989
当期指定正味財産増減額 53,474,592 53,474,592 0 0 53,474,592
指定正味財産期首残高 9,220,334,126 9,220,334,126 0 0 9,220,334,126
指定正味財産期末残高 9,273,808,718 9,273,808,718 0 0 9,273,808,718

Ⅲ　正味財産期末残高 9,505,761,718 9,505,761,718 22,632,764 0 9,528,394,482
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１．継続事業の前提に関する注記
該当なし。

２．重要な会計方針
(1)　当協会は、「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正
　　　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

(2)　有価証券の評価基準及び評価方法
　　満期保有目的の債券について償却原価法(定額法)によっている。

(3)　引当金の計上基準
　　退職給付引当金：退職給付引当金については、期末退職給与の要支給額に相当する
　金額を計上している。

(4)　消費税等の会計処理
　　税込方式で行っている。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

1,000,000 0 0 1,000,000
特定資産
　市町村振興積立資産

定期預金(南都銀行) 231,953,000 231,953,000
　基金積立資産

898,354,879 1,367,210,581 1,412,184,434 853,381,026
800,000,000 500,000,000 800,000,000 500,000,000
400,000,000 200,000,000 400,000,000 200,000,000

　　　定期預金(南都銀行) 41,024,000 10,256,000 0 51,280,000
0 200,000,000 0 200,000,000

　　　有価証券

200,000,000 200,000,000
200,074,346 37,741 200,036,605
300,282,907 114,480 300,168,427

　　　奈良県第１回公募公債 158,976,000 10,256,000 148,720,000
0 200,000,000 200,000,000
0 100,000,000 100,000,000

　退職給付積立資産
定期預金(南都銀行) 5,532,000 650,000 426,518 5,755,482

　長期貸付金 6,328,122,000 1,091,250,000 1,036,816,000 6,382,556,000

9,564,319,132 3,669,366,581 3,659,835,173 9,573,850,540
9,565,319,132 3,669,366,581 3,659,835,173 9,574,850,540

財務諸表に対する注記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

小計

小計
合計

科目

　　　 第333回利付国債

　　　 第335回利付国債

1,000,000 0

　　　定期預金(JAなら)

　　　定期預金(大和信用金庫)

       第50回東京電力パワーグリッド債

       第59回東京電力パワーグリッド債

　　　 F296回地方公共団体金融機構債　　　

1,000,000　定期預金(定期預金)

　　　定期預金(大和ネクスト銀行)

　　　普通預金(南都銀行)

0
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４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当
額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産

　定期預金

1,000,000 (1,000,000) ― ―

特定資産

市町村振興積立資産 231,953,000 ― (231,953,000) ―
基金積立資産 2,953,586,058 (2,953,586,058) ― ―
　退職給付積立資産 5,755,482 ― ― (5,755,482)
　長期貸付金 6,382,556,000 (6,319,222,660) ― (63,333,340)

9,573,850,540 (9,272,808,718) (231,953,000) (69,088,822)
9,574,850,540 (9,273,808,718) (231,953,000) (69,088,822)

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価および評価損益
　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価および評価損益は、次のとおりである。

帳簿価額 時価 評価損益
200,036,605 201,380,000 1,343,395
300,168,427 302,640,000 2,471,573
200,000,000 203,120,000 3,120,000
148,720,000 145,491,661 △ 3,228,339
200,000,000 192,630,100 △ 7,369,900
100,000,000 101,146,900 1,146,900
1,148,925,032 1,146,408,661 △ 2,516,371

６．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の
記載区分

交付金
サマージャンボ 奈良県知事 9,219,334,126 330,394,581 276,919,989 9,272,808,718 指定正味財産

ハロウィンジャンボ 奈良県知事 5,042 191,600,368 191,603,000 2,410 流動負債

9,219,339,168 521,994,949 468,522,989 9,272,811,128

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)
金額

200,000,000
43,880,535
33,039,454
276,919,989

　　市町村交付金事業への交付額計上による振替額

合計

種類及び銘柄
(単位：円)

　第335回利付国債

　　第50回東京電力パワーグリッド債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

科目

　　研修事業への助成額計上による振替額
　　全国協会への納付金額計上による振替額

　経常収益への振替額

　奈良県第１回公募公債

合計

　　第59回東京電力パワーグリッド債

　　F296回地方公共団体金融機構債

内容

― ―

小計

小計
合計

1,000,000 (1,000,000)

評価基準日：令和5年3月31日

合計

　第333回利付国債
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１．基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記３「基本財産及び特定資産の

増減額及びその残高」に記載しているため、省略する。

2．引当金の明細
(単位：円)

目的使用 その他
退職給付引当金 5,532,000 650,000 426,518 ― 5,755,482

附属明細書

当期減少額
科目 期首残高 当期増加額 期末残高

-8-



（単位：円）

（流動資産）
預金 普通預金 南都銀行神宮前支店

未収収益 定期預金等利息の未収分 

（固定資産）

基本財産 預金 定期預金 南都銀行神宮前支店

特定資産

定期預金 南都銀行神宮前支店 　同　上

普通預金 南都銀行神宮前支店

36,605
168,427

定期預金 南都銀行神宮前支店

長期貸付金(借入分）

（流動負債） 未払金

504,955

預り金

（固定負債）

退職給付
積立資産

事務局長に対する退職金支払の
ために備えたもの

正味財産 9,528,394,482

63,333,340

長期借入金 一般財団法人全国市町村振興協会 長期貸付事業における原資とし
て

63,333,340

負債合計 69,660,634

流動負債合計 571,812

退職給付
引当金

事務局長に対するもの 事務局長に対する退職金の支払
いに備えたもの

5,755,482

固定資産合計

  固定負債合計 69,088,822

資産合計 9,598,055,116

長期貸付金 長期貸付金 サマージャンボ交付金を財源と
して、市町村の災害時における
緊急融資事業及び災害防止対策
事業並びに緊急に整備を要する
施設等整備事業に対する資金貸
付事業に使用している。

6,319,222,660

7,655福利厚生費の未払額

9,574,850,540

サマージャンボ交付金を財源として、
1.市町村の災害時における緊急融資事
業及び災害防止対策事業並びに緊急に
整備を要する施設等整備事業に対する
資金貸付事業に使用している。
2.市町村が共同して行う市町村振興に
資する事業に使用している。

定期預金 南都銀行神宮前支店

148,720,000

　F296回地方公共団体金融機構債 　同　上

投資有価証券 みずほ証券株式会社奈良支店

　同　上

定期預金 JAならけん畝傍支店 500,000,000

300,000,000

200,000,000

200,000,000

51,280,000

定期預金 大和信用金庫八木支店

　同　上　奈良県第１回公募公債（20年）

　第333回　利付国債 　同　上

　第335回　利付国債 　同　上

　第59回東京電力パワーグリッド債

定期預金 大和ネクスト銀行ホテイ支店

財産目録
（令和5年3月31日現在）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

市町村振興
積立資産

231,953,000

運転資金として 21,904,467

1,300,109

流動資産合計 23,204,576

公益目的保有財産であり、運用
益を公益目的事業の財源として
使用している。

1,000,000

基金積立資産

38,517

853,381,026

　同　上

　同　上

　同　上 200,000,000

　同　上 100,000,000

200,000,000

　第50回東京電力パワーグリッド債 　同　上 200,000,000

投資有価証券 みずほ証券株式会社奈良支店
　第333回　利付国債 　同　上
　第335回　利付国債 　同　上

5,755,482

ハロウィンジャンボ交付金次年度繰越金

研修事業費(印刷費等)の未払額

管理費（追録費用等）の未払額

社会保険料等の預り金 18,275

2,410
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令和４年度

2 収支計算書(参考) 
(自令和 4 年 4 月 1 日 至令和 5 年 3 月 31 日) 

公益財団法人奈良県市町村振興協会
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（単位：円）

予算額 決算額 差異 備考

Ⅰ　事業活動収支の部
　１．事業活動収入

基本財産受取利息収入 1,000 20 980
市町村振興積立資産利息収入 5,000 4,638 362
退職給付引当資産利息収入 1,000 99 901
基金積立資産利息収入 4,750,000 6,550,115 △ 1,800,115 運用方法の見直しによる増

長期貸付金償還収入 1,036,816,000 1,036,816,000 0
長期貸付金利息収入 9,795,000 10,549,900 △ 754,900 貸付の増加による増

ハロウィンジャンボ交付金収入 163,897,000 191,600,083 △ 27,703,083 全国的に売り上げが増加

サマージャンボ交付金収入 334,299,000 330,394,581 3,904,419 全国的に売り上げが減少

全国協会等助成金収入 1,040,000 1,000,000 40,000
受取利息収入 4,000 5,200 △ 1,200
雑収入 263,000 92,848 170,152 雇用保険振替分+近畿局長会参加負担金

事業活動収入計 1,550,871,000 1,577,013,484 △ 26,142,484
　２．事業活動支出

①事業費支出 1,528,204,867 1,538,440,891 △ 10,236,024
  長期貸付金支出 1,100,000,000 1,091,250,000 8,750,000
  給料手当支出 10,762,615 8,521,184 2,241,431 職員１名退職による減

  退職給付支出 383,867 383,867 0 職員１名退職による

  福利厚生費支出 2,214,000 1,473,109 740,891 職員１名退職による減

  旅費交通費支出 462,000 402,865 59,135
  通信運搬費支出 591,000 395,557 195,443
  消耗品費支出 534,000 428,243 105,757
  印刷製本費支出 120,000 109,725 10,275
  使用料及び賃借料支出 73,000 48,400 24,600
  諸謝金支出 9,000,722 9,000,722 0
  負担金支出（人件費） 13,500,000 13,500,000 0
  負担金支出（人件費以外） 8,094,000 7,883,590 210,410
  助成金支出 13,179,278 8,338,818 4,840,460
  交付金支出（サマー）  200,000,000 200,000,000 0
  交付金支出（ハロウィン）     163,897,000 191,600,368 △ 27,703,368 2,410円は未払金で次年度繰越

  研修事業委託費支出 2,337,000 2,081,090 255,910
  業務委託費支出 1,859,385 1,859,385 0
  借入金利息支出 1,053,000 1,052,083 917
  雑支出 144,000 111,885 32,115

収支計算書
（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

科目

-
1
2
-



②管理費 40,954,651 39,308,519 1,646,132
  役員等報酬支出 850,000 800,000 50,000
  給料手当支出 1,187,750 946,791 240,959 職員１名退職による減
  退職給付支出 42,651 42,651 0 職員１名退職による
  福利厚生費支出 246,000 163,678 82,322 職員１名退職による減
  会議費支出 431,000 143,956 287,044
  旅費交通費支出 396,000 76,280 319,720
  通信運搬費支出 187,000 135,759 51,241
  消耗品費支出 299,000 241,030 57,970
  委託費支出 481,250 481,250 0
  租税公課支出 5,000 1,700 3,300
  負担金支出（人件費） 1,500,000 1,500,000 0
  負担金支出（人件費以外）  885,000 833,130 51,870
  全国協会納付金支出 33,430,000 33,039,454 390,546 サマー売上の減少による
  広報宣伝費支出 1,000,000 890,640 109,360 より効果的な広報計画により
  雑支出 14,000 12,200 1,800
事業活動支出計 1,569,159,518 1,577,749,410 △ 8,589,892
事業活動収支差額 △ 18,288,518 △ 735,926 △ 17,552,592

Ⅱ　投資活動収支の部
　１．投資活動収入
　基金積立特定資産取崩収入 1,436,847,000 2,622,592,655 △ 1,185,745,655
　退職給付引当資産取崩収入 426,518 426,518 0
投資活動収入計 1,437,273,518 2,623,019,173 △ 1,185,745,655

　２．投資活動支出
　 　基金積立特定資産取得支出 1,371,115,000 2,577,466,581 △ 1,206,351,581
　退職給付引当資産取得支出 1,703,000 650,000 1,053,000
投資活動支出計 1,372,818,000 2,578,116,581 △ 1,205,298,581
投資活動収支差額 64,455,518 44,902,592 19,552,926

Ⅲ　財務活動収支の部
　１．財務活動収入
財務活動収入計 0 0 0

　２．財務活動支出
　長期借入金返済支出 44,167,000 44,166,666 334
財務活動収支差額 △ 44,167,000 △ 44,166,666 △ 334

Ⅳ 予備費支出
1．予備費支出 2,000,000 0 2,000,000
当期収支差額 0 0 0
前期繰越収支差額 22,632,764 22,632,764 0
次期繰越収支差額 22,632,764 22,632,764 0
注 予算額は、補正・流用を合わせた額としている。

-
1
3
-



１　資金の範囲について
　　資金の範囲は、現金預金、未収金、未払金とする。

２　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

　預　り　金 0 18,275

次期繰越収支差額

科　目 前期末残高 当期末残高

合　計 153,841 571,812
22,632,764 22,632,764

収支計算書に対する注記

　現　金　預　金
　未　収　入　金

合　計
　未　払　金

22,559,280 21,904,467
227,325 1,300,109

22,786,605 23,204,576
153,841 553,537
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